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The Challenge of reform of Corporate Governance in the Listed Companies in China: 






























































主総会で意見を述べ、関与することもできる（342条 2 項 1 号、2号、4号、361条 5 項 6 項）。
また、監査等委員会が取締役の利益相反取引について事前の承認を得れば、取締役の任務懈怠
































































































































刻な課題となっている。そこで、監査役会の設置が法定化され（ 3人以上、118条 1 項）、監査
















































































を監督し（同362条 2 項 2 号）、不適任と認めた場合にはその者を解任する（同条 2項 3 号、



















































































































































 1 ）ドイツ法の状況については、早川勝 ｢ドイツにおけるコーポレート･ガバナンスの改正―一九九八年
コントラック法における監査役監査と会計監査人監査制度の改正を中心としてー｣『比較会社法研究・
奥島孝康教授還暦記念第一巻』（成文堂、1999年）322頁｡




















 4 ）中国証券監督管理委員会が制定され、2002年 1 月 7 日より実施されるものである。
















































25）【東京地判平成24 年 9 月11日】金判1404号52頁。
26）学者たちが、会社法改正に関する建議草案においては、監査役が子会社、関連会社の取締役、支配人
及び他の上級管理者との兼任を禁止すべきであると提案したが、2005改正法には採用されていなかっ
た。王保樹『中国公司法修改草案建議稿』（社会科学文献出版社、2004年）324頁。
27）子会社の監査役にとっては、親会社との取引が非通例的でないか否かが重要な監査事項となるから、
立法論としては最低 1名の監査役は親会社の議決権を排除した株主総会決議で選任すべきと考えられ
る。高橋英治「従属会社における少数派株主の保護」（有斐閣、1998年）130頁、江頭憲次郎『株式会
社法第 6版』（有斐閣、2015年）445頁。
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